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No 頁 項目（タイトル） 質問内容 回答

1 ４ Ⅱ ４ （１） 事業スキーム
「公共施設のみの維持管理・運営を行います。」と、ありますが公共施設（共
用部）に関しては必要に応じ本施設の共用部として民間が管理するケースも
あるとの理解でよろしいでしょうか。

市の保有する公共施設については、必要がある場合には、市が維持管理・運営を
事業者に委託する場合があります。公共施設の維持管理・運営の受託者につい
ては、事業者選定後に別途募集する予定ですが、本施設全体の一体的な維持管
理・運営に関する有効な提案については、積極的に評価します。

2 ５ Ⅱ ４ （３） ②
公共施設等の買取価
格

「消費税額及び地方消費税額を除いた額」と、ありますが、事業者は消費税
を含めた金額（停止条件付公共施設等売買契約　別紙（２）の消費税等込み
の金額）を受領するとの理解でよろしいでしょうか。

ご指摘のとおりです。事業者は、停止条件付公共施設等売買契約別紙（２）の公
共施設等売買価格（消費税等込）に記載する額を受領するものです。

3 ５ Ⅱ ５ （３）
公共施設等売買予約
契約

売買予約締結の日について、「建設工事が完了した後」と「建築確認がなさ
れた日」という記載がありますが、どちらの日をさすのでしょうか。

公共施設等売買予約契約は建築確認がなされた日に締結します。

4 15 Ⅳ １ （４） ※ 入札参加者の構成等
「本事業の実施のみを目的とする新たな会社（会社法（平成17年…）に基づく
株式会社等とする。）」と、ありますが、株式会社等には資産の流動化に関す
る法律に基づく特定目的会社も含まれるとの理解でよろしいでしょうか。

ご指摘のとおりです。その他合同会社等についても含まれます。

5 21 Ⅵ １
市と事業者の業務分
担

機器・備品の調達について市と事業者と両方に「○」がついている一方で、業
務要求水準書のP3の業務分担表では機器・備品設置業務で事業者のみ
「●」がついているのは、どのような趣旨でしょうか。

機器・備品については、市及び事業者がそれぞれの負担で設置するものですが、
業務要求水準書の業務分担表上の機器・備品については設計建設業務として設
置する機器・備品に限るため、事業者の業務分担としております。

6 24 Ⅵ ３ （５） 借地権の譲渡等
事業契約書第70条にて各契約上の地位を個別に譲渡してはならないとあり
ますが転貸に関しては個別の承諾が得られるとの理解でよろしいでしょうか。

書面による市の事前承諾が必要になります。

7 24 Ⅵ ３ （６）
事業期間中における
民間施設等の制限

事業契約書第70条にて各契約上の地位を個別に譲渡してはならないとあり
ますが権利義務の移転に関しては個別の承諾が得られるとの理解でよろし
いでしょうか。

書面による市の事前承諾が必要になります。

8 ３ １ １
表1-1-1
周辺家屋等影響調査・
対策業務

本工事では、机上調査のみとし、対策工事は別途協議とさせて頂けますで
しょうか。

必要な協議を行うこととしますが、対策工事を要する場合、発生する費用の負担
については原則事業者の負担となります。
ただし「事業契約書（案）」第10条、第11条、第15条、第19条のほか、事業者の責
めによらないと考えうる事項については協議させていただくこととします。

9 ９ ３ １ （１） 施設概要 交流スペースの面積の扱いはどうすればよいでしょうか。
公共施設の共用部面積として算出してください。また、様式集の様式5-3に各階の
交流スペース面積を記載してください。

10 11 ３ ２ 1 （１） ｂ 平面・動線計画
「施設利用者がアクセスしやすい階や位置に 、・・・喫煙室を計画してくださ
い。」とありますが、喫煙室は１階に限定されないと理解してよいでしょうか。

喫煙室の設置については１階に限定しませんが、「多目的会議スペース」「飲食・
物販スペース」を含む施設利用者に配慮した計画的な配置にしてください。

11 13 ３ ２ 1 （２） b １次セキュリティ 開館時間は事業者の提案によるとの理解でよろしいでしょうか。 事業者選定後、市との協議により定めるものとします。

12 13 ３ ２ 1 （２） c ２次セキュリティ
民間施設との共用部との境界に、入退室管理及び侵入防止対策を講じても
構いませんとありますが、合築の場合、EVセキュリティのライン設定が困難
ですが、減点の対象となるのでしょうか。

業務要求水準書12頁に記載のセキュリティ計画と同等の水準を確保し、施設プラ
ンに応じた適切なセキュリティ計画を提案することも可能としています。

13 15 ３ ２ ２ （４） 床振動
振動測定は事業者決定後に実施し、測定結果に伴う対策費用は別途協議と
させて頂けますでしょうか。

基本設計段階において現地での振動測定を実施し、設計内容に反映するととも
に、完成時にも研究・オフィススペースにおける振動測定を実施してください。

14 16 ３ ２ ３ （２） d 非常用電源設備
BCPの対応時間に関しては事業者の提案によるとの理解でよろしいでしょう
か。

要求水準にかかわらず、入居者のBCPに資する設備や取組については提案事項
になります。

15 17 ３ ２ ３ （２） g 情報通信設備
NANOBIC敷地内の情報通信配線ルート工事は、別途協議とさせて頂けます
でしょうか。

本館とNANOBICをつなぐ情報通信配線ルートとして、地中埋設配管及びハンド
ホールを適切に構築してください。

16 17 ３ ２ ３ （２） k テレビ電波障害対策
本工事では、机上調査のみとし、対策工事は別途協議とさせて頂けますで
しょうか。

必要な協議を行うこととしますが、対策工事を要する場合、発生する費用の負担
については原則事業者の負担となります。
ただし「事業契約書（案）」第10条、第11条、第15条、第19条のほか、事業者の責
めによらないと考えうる事項については協議させていただくこととします。
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No 頁 項目（タイトル） 質問内容 回答

新川崎・創造のもり産学交流・研究開発施設整備事業　入札説明書等に関する質問に対する回答

資料名 項目（番号）

17 21 ３ ６ 機器・備品 機器・備品の提案事項とはどのような趣旨でしょうか。
建物仕様や意匠等を鑑み、実際の設置を想定した機器・備品の提案をしてくださ
い。また、事業者が自主的な作り付けや購入等を行う提案については、積極的に
評価します。

18 24 ４ ２ （１） ｃ
監理業務
基本事項

「施工と監理の独立性の確保に配慮」とはどのような趣旨でしょうか。
第三者による監理とするほか、施工・監理が同一事業者となる場合にあっては社
内の施工者と監理者の独立性を確保するなど、監理者が発行すべき監理計画書
や定期監理報告書の品質担保を図ることのできる体制としてください。

19 24 ４ ２ （２） ｂ
監理業務
業務

「市があらかじめ定めた時期において工事の進捗状況等を報告する」とは具
体的にどの程度のレベルの報告を行うのでしょうか。

建設業務の実施状況については、関係者による会議の開催、現地確認、必要資
料の提出など、定例的なもののほか、適宜報告を要します。

20 29 １ ２
表2-1-1
市と事業者の業務分
担

規約とは川崎市と事業者2名の区分所有者による管理組合の管理規約との
理解でよろしいでしょうか。

管理組合等の組織を市と連携して組成するとともに、維持管理・運営に関する施
設管理規約を作成し、本施設の共用開始前までに市の承認を得ることとします。

21 30 １ ２ ※１
民間施設の業務分担
について

事業者の責任において適切に行うとなっていますが、テナント入居後の専用
部内の日常清掃等管理については、テナント側と維持管理会社にて直接契
約する事で問題ないでしょうか。また今回の維持管理費内ではテナント専用
部の日常清掃について予算計上しない等は可能でしょうか。

ご指摘のとおりです。民間施設のテナント専用部の日常清掃については予算計上
の必要はありません。

22 30 １ ２ ※２
公共施設の業務分担
について

市の責任において、指定管理者制度の導入を予定とありますが、維持管理
については指定管理者制度ではなくなる可能性はあるでしょうか。また、指定
管理とならない場合は専用部内の管理については全て事業者にて対応とな
るのでしょうか。

公共施設の維持管理・運営に関する業務については、市が指定管理者制度を導
入し、別途指定管理者を募集する予定ですが、必要がある場合には、市が維持管
理・運営業務を事業者に委託することがあります。

23 31 ２ １ ① 業務体制の構築
事業者の責任で行う民間施設の維持管理は兼務も可能との事ですが、業務
責任者、業務主任者についても兼務で問題ないでしょうか。また、24時間警
備員等の常駐者は必要となるのでしょうか。

常駐する業務責任者及び業務主任者については、民間施設とその他施設におい
て兼務することは可能ですが、業務責任者及び業務主任者を同一の者が兼務す
ることはできません。なお、業務主任が複数の業務区分を兼務することは可能で
す。また、警備業務については、警備員の配置を含め、本施設における財産の保
全、研究開発施設としての安全性の確保、機密の保持等に考慮するとともに、利
用者が安全かつ快適に利用できる警備体制を構築してください。

24 32 ２ １ ⑦ 緊急時等の対応

業務計画外であっても出勤し対応するものするとありますが、必ず業務主任
者、業務責任者に選任された者の出社対応が必要となりますか。また、交通
手段が断たれる等で業務主任者、責任者が出勤し対応できない場合は近隣
の維持管理・運営業務に関わる者での対応で問題ないでしょうか。

緊急時、非常時、維持管理・運営業務に関する苦情で市が要請した場合は業務
計画外であっても出勤し、対応してください。なお、緊急時・非常時等における対策
マニュアルを策定した上で、交通手段が断たれる等のやむを得ない場合には、近
隣施設からの職員派遣などの適切な対応を行ってください。

25 34 ２ ④ （２） ①
駐車場・駐輪場等の運
営

駐車場については時間貸し、月極共に24時間の利用が必要との事ですが、
適正な管理運営が出来る場合は無人での対応で問題ないでしょうか。また、
駐輪場の運用利用時間については、事業者側で設定して問題ないとの解釈
で宜しいでしょうか。

駐車場については適正な管理運営が出来る場合は無人での対応でも問題はあり
ません。また、駐輪場の運営方法については、利用者が安全かつ快適に利用でき
るよう、市と協議の上、決定するものとします。

26 36 ２ ７ （２） ① a
日常清掃
床・壁・天井・窓ガラス
及び付帯施設

壁・天井の日常清掃とはあらかじめ限定される部分（汚れやすい外廻りの天
井・壁等）の清掃と解釈して問題はないでしょうか。

要求水準の範囲内とし、屋内外の清掃範囲及び方法の詳細については、事業者
からの提案事項として評価いたします。

27 36 ２ ７ （２） ① d,e
日常清掃
トイレ、消耗品

清掃用具、消耗品の補充については、公共施設部分は指定管理者で対応す
るということで問題ないでしょうか。民間施設のみの補充を想定しています。

維持管理・運営業務の範囲は特に指定のない限り「その他施設」に係る業務とな
りますので、「その他施設」の業務に関する清掃用具、消耗品の補充を行ってくだ
さい。

28 36 ２ ７ （２） ② a
定期清掃
床・壁・天井・窓ガラス
及び付帯施設

壁・天井の定期清掃とはあらかじめ限定される部分（汚れやすい外廻りの天
井・壁等）の清掃と解釈して問題はないでしょうか。外壁等の定期清掃をイ
メージしています。

要求水準の範囲内とし、屋内外の清掃範囲及び方法の詳細については、事業者
からの提案事項として評価いたします。

29 36 ２ ７ （２） ② b
定期清掃
害虫駆除

ネズミ、ゴキブリ等の駆除を行うための殺鼠剤の使用についてはあらかじめ
市と協議するとのことですが、民間部分も含むでしょうか。また、害虫駆除で
はなく、害虫防除での管理では問題はあるでしょうか。※定期的な薬剤散布
ではなく、発生した場合に対し駆除を行う管理。

民間施設においての殺鼠剤の使用についても、あらかじめ市との協議を要しま
す。

30 36 ２ ８ （１） 廃棄物管理業務

事業系廃棄物及び産業系廃棄物の処理については、民間施設及び公共施
設については原則、利用者が行い、事業者が取次や代行を行うとの事です
が、廃棄物処理法上、一般廃棄物以外の利用者（テナント）から発生する産
業系廃棄物についても維持管理会社が支払代行業務を行えるとのことでよ
いでしょうか。

事業系一般廃棄物及び産業系廃棄物の処理については、関係法令等を遵守の　
上、維持管理会社として適切に業務を実施してください。

31 37 ２ ９ （２） ③
警備業務
要求水準

24時間警備業務を行うとのことですが、夜間は機械警備での管理でも問題
はないでしょうか。または、警備員等を常駐させ24時間１名は必ず管理室に
配置（仮眠休憩有り）が必要があるのでしょうか。

No23の回答をご参照ください。
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No 頁 項目（タイトル） 質問内容 回答

新川崎・創造のもり産学交流・研究開発施設整備事業　入札説明書等に関する質問に対する回答

資料名 項目（番号）

32 37 ２ ９ （２） ③
警備業務
要求水準

24時間警備業務は機械警備による無人監視でも良いとの理解でよろしいで
しょうか。

No23の回答をご参照ください。

33 38 ２ 11
施設全体の調整・交流
促進業務

創造のもり地区内及び市外を含めた地区外との交流促進についても市と協
働してイベント等の開催を行うとの事ですが、年間でのイベント回数は事業者
側で年間計画（回数）を決定して問題はないでしょうか。年間計画についても
貴市との協議事項となるのでしょうか。また、実際にその他の地区との具体
的なイベント等がございましたら、ご教示頂けますでしょうか。※合同での防
災訓練等

市と共同で組成する組合等の中で開催する定期的な関係者の連絡会での協議事
項とします。

34 ２
公共
施設

（1） ②
研究・オフィススペース
（オフィス仕様）

「1区画あたりの面積は下記を参照とする。」とはどのような趣旨でしょうか。ま
た、各面積帯の区画は必ず作らないといけないのでしょうか。

当該面積区画の設置は必須ではありませんが、当該面積を参考の上、均一的で
はない多様な区画の提案をしてください。

35 13
公共
施設

（３） ① 飲食スペース 運営先未定のため、厨房設備は別途協議とさせて頂けますでしょうか。
厨房設備については諸室仕様書に定める水準を満たすことを要しますが、設置す
る機器の選定については別途協議を行うことも可能です。

36 ６ ８ 機器･備品リスト
提案する機器・備品について、様式6-8への記載はどのように行えばよろしい
でしょうか。

提案する機器・備品については様式6-8に記載するとともに、事業者が自主的な
作り付けや購入等を行うものについては、「公共施設等」の欄に「○」を記入してく
ださい。その他、特徴や工夫点がありましたら備考欄に記入してください。

37 ２ 第７条 第３項 秘密の保持
「本条の効力は、本協定終了後においても存続する。」とありますが、有効期
間を定めることは可能でしょうか。

基本協定書第7条の効力は、事業契約の締結を問わず、本協定終了後も将来に
わたって存続するものです。

38 ７
第14
条

「本件土地一時貸借契
約」の締結

締結日の「建築確認がなされた日」とは、着工前である建築確認済書が出る
ときのことをさすのでしょうか。

ご指摘のとおりです。

39 ７
第15
条

第２項 事前調査等
「協議結果に基づく対応を実施したことにより生じる合理的な範囲の追加費
用」とは、具体的にどのような協議において決定されるのでしょうか。

事前に提示した敷地地盤データの分析により土壌汚染等の対応すべき範囲を想
定の上、複数の見積を取得して事業者を選定しコスト縮減に努めるなど、合理的
な判断が出来る資料に基づき、協議を行うことを想定しています。

40 10
第24
条

第１項
「建設業務」のモニタリ
ング

「進捗及び施工状況について報告を行う。」とありますが、現場定例会を毎月
行い、川崎市様の出席をいただく事により報告を行うとするという理解でよろ
しいでしょうか。

No19の回答をご参照ください。

41 12
第30
条

機器・備品等の調達・
運搬・搬入設置

機器・備品等リストは、入札説明書等に記載されている備品（ex.電話機・ブラ
インドなど）をピックアップし、事業者が作成するとの理解でよろしいでしょう
か。

機器・備品等リストについては事業者が作成し、市に提出のうえ、事前に市の承諾
を得ることが必要になります。

42 13
第31
条

第１項 機器・備品等の瑕疵
「機器・備品等リストに記載された機器・備品等に瑕疵があることが判明した
ときは、」とありますが、瑕疵担保の対象物は「「公共施設等売買価格」に含
まれる機器・備品等」と考えてよろしいでしょうか。

「「公共施設等売買価格」に含まれる機器・備品等」が瑕疵担保の対象となりま
す。

43 13
第32
条

甲による「開館準備作
業」

開館準備作業期間は、建築期間に含みますでしょうか。その場合、備品等の
管理責任については、施工者として負いかねますので、検査後仮使用される
ということでしょうか。

開館準備作業の実施時期及び方法については市及び事業者との協議により決定
するものとします。

44 21
第56
条

期間満了による終了
事業契約の契約期間及び事業用定期借地契約の期間の延長を、これら契
約期間満了日前に行うことは可能でしょうか。

市及び事業者との協議により、双方が書面により合意することが必要になります。

45 35 別紙５ （２） ① 火災保険 保険金額は建築価格＝工事費との理解でよろしいでしょうか。 火災保険の額は、建物の建築価格となります。

46 50 別紙８ 第10条 危険負担
当該条項では「甲及び乙の責めに帰することのできない理由により…その損
失は乙の負担とし…」とありますが、事業契約書の第55条・第66条が優先さ
れるとの理解でよろしいでしょうか。

事業契約書の第76条に解釈の優先効が規定されています。

47
公共施設等の売買の際、不動産取得税など流通税は2度かかるのでしょう
か。

課税の有無については、該当する税を所管する関係機関等に個別にお問い合わ
せください。

基本協定書（案）

事業契約書（案）

様式集

業務要求水準書
【諸室仕様書】

業務要求水準書

業務要求水準書

業務要求水準書
【諸室仕様書】

その他

事業契約書（案）

事業契約書（案）

事業契約書（案）

事業契約書（案）

事業契約書（案）

事業契約書（案）

事業契約書（案）

事業契約書（案）
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No 頁 項目（タイトル） 質問内容 回答

新川崎・創造のもり産学交流・研究開発施設整備事業　入札説明書等に関する質問に対する回答

資料名 項目（番号）

48
京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区の認定を受けていると思
いますが、その税制優遇等、事業者が受けられるメニューはあるでしょうか。

対象地は、京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区の指定エリアであ
り、特区の目標に寄与すると認められる事業で、関係自治体、関係省庁からの確
認、了解等が得られた場合は、税制の支援措置や財政上の支援措置等の特例支
援措置が受けられます。具体的な特例支援措置の活用については、選定後、協
議、調整が必要です。

49
別添資料（7）～（14）－５のうち、前回公募時と、変更のあった資料はあるで
しょうか。

（7）～(13）の資料は前回公募時から変更はありません。
(14）の資料は今回新たに追加したものです。

その他

その他


